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内 容 の 要 旨 
  
近年、農山村の医療環境は著しく悪化している。日本
は、自由開業医制を根幹とする医療供給体系を敷いてい
るため、不採算性の強い農山村では公的な医療供給主体
への依存度が高い。しかし、2000年以降に加速している
新自由主義的行財政改革を背景として、自治体が公的医
療機関を維持することはますます困難となっており、総
務省が主導する「公立病院改革」によって、全国では病
床規模の縮小に向けた動きが高まっている。 
このことを背景として、本研究では次の 2つを研究課
題とした。第 1は、医療体制の縮小・撤退による住民生
活への影響の解明であり（第Ⅱ部）、第 2は、医療体制を
維持するガバナンス構造の考察である（第Ⅲ部）。そのた
めの基礎的分析として、農山村の医療問題の歴史的変遷
について総括し、医療問題の今日的特徴である医療体制
の縮小・撤退について、公立病院改革の全国的動向を明
らかにした（第Ⅰ部）。これらの成果は、次にまとめられ
る。 
第Ⅰ部の成果について、第 1章では、医療政策・制度
史研究による 3つの時代区分を援用し、明治時代初期か
ら今日までの医療問題を総括した。その結果、今日は医
療体制の整備が都市部に比して立ち遅れているという従
来の問題から、ようやく構築した医療体制の維持が困難
化しているという局面をむかえており、既存医療体制の
縮小・撤退が新たな課題として浮上していることを明ら
かにした。このことは、患者の医療機会を喪失させ、医
療行動の遠隔化や医療必要度が高いままでの在宅療養を
発生させることから、本研究では医療行動を家族行動と
して分析する視点を見出した。従来、家族の介護をめぐ
る研究において、家族の負担感は患者の医療必要度が高
まるにつれて高くなると指摘されてきた。それは、訪問
看護や緊急増悪時の入院など在宅医療の緩和・後方支援
があったとしても言えることであり、医療体制が疲弊し
て体制を縮小・撤退させた地域の医療問題は、より深刻
であることが危惧される。 
第 2章では、医療崩壊の実態として、医療の地域差（医
療資源分布・医療供給主体・医療機関へのアクセシビリ
ティ）について全国的特徴を分析した。それを踏まえて、
2011年、各自治体から総務省に提出された 906病院の公
立病院改革プランを集計し、病床削減を掲げる公立病院
の地域的分布を分析した。その結果、公立病院の病床削
減は、人口に対する医師数や医療施設数などの医療資源
量がとりわけ少なく、公立病院が中心的な医療供給を担
っている東北地方の農山村で多く起こっていることが明
らかとなった。東北地方の農山村は、公立病院改革の以
前から医療機関へのアクセシビリティが低いため、公立
病院の病床削減は、医療空白地域の発生につながる問題
であることが明らかとなった。 
第Ⅱ部の成果について、第 3章では、病院改革が行わ
れる以前の、いわば農山村における医療行動の原型を捉
えるために、東北地方のある山村地域（A 自治体）を事
例に調査を行った。A 自治体は、都市的地域からの隔絶
性が高く、豪雪地域という環境にある。そのため、医療
行動に伴う負担感はとりわけ大きいと考えられ、町内で
も縁辺部に位置する一大字集落（45世帯、152名）を対
象として、通院行動、入院行動に関する聞き取り調査を
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行なった。その結果、農山村家族の医療行動には、それ
に伴う強い地理的条件不利性による生活問題を回避しよ
うとする戦略的側面があることが明らかとなった。具体
的には、第 1に、通院行動は片道 31km以遠に及ぶことが
多かったものの、移動負担の軽減や送迎支援の確保のた
めに、通院先を購買先や送迎者の通勤経路を考慮して選
ぶ対応を図っていることが明らかとなった。第 2に、入
院行動は通院より広域化していたが、同居家族は通い介
助に伴う地理的条件不利性を軽減するために、病院との
近接性が高い別居家族の支援を得ていることが明らかと
なった。特に、婚出した娘やきょうだいの支援を得るこ
とが多く、その背景として豪雪山村という地域環境に培
われてきた生存原則としての相互扶助の強さを指摘した。
このことは、家族の内部要因で動いているようにみえる
医療行動が、地域構造の影響を強く受けていることを示
唆しており、従来の医療行動研究では別個に扱われてき
た家族や地域という内外要因が、統合的に把握される必
要性を提起した。これらのことから、農山村の医療行動
には、起こりうる生活問題を様々な資源を投入して回避
しようとする、戦略行動としての意味合いを持っている
ことを明らかにした。 
第 4章では、公立病院改革による病床削減の住民生活
への影響を明らかにするために、公立病院改革によって
公立病院を無床診療所化した東北地方のある農村地域を
事例として、調査を行なった。調査対象者は、当該病院
への元入院患者（元患者 41名）であり、無床化後の移動
（転院）経路とそれに対する家族行動、新たに生じた生
活問題について聞き取り調査を行なった。その結果を、
患者本人、家族介助者、世帯全体という 3つの視点から
分析すると、次の問題が明らかとなった。第 1に、患者
本人について、無床化後の療養場所が十分に確保されず、
医療機会を求めて数回にわたる移動（転院）を繰り返し
ていることが確認された。移動（転院）回数は、在院日
数の長かった重症患者ほど多く、当該患者の死亡率は移
動（転院）が少ない患者より高かったことから、療養場
所の変更に伴う身体負担の深刻さが明らかとなった。第
2 に、家族介助者について、入院患者に対する通い介助
行動を分析したところ、移動（転院）を繰り返す重篤な
患者の場合、病院での恒常的な付き添い介助が必要とな
ることから、遠隔化した入院先への通い介助は大きな移
動負担となっていることが明らかとなった。このことは、
介助者の離職や新たな入院先近くへの転居にまで結びつ
いている。第 3に、世帯全体の生活問題について、四世
代世帯、二世代世帯、一世代世帯の家族行動を分析した
ところ、各世帯は、第 3章で得られた知見と共通して、
地理的条件不利性を伴う医療行動による生活問題を回避
するための様々な対応を図っていることが明らかとなっ
た。しかし、入院先が確保されずに医療必要度の高い患
者の在宅療養が増えたことによって、家族の戦略的行動
で生活問題を回避することは困難となっていた。その背
景として、医療問題の 3つの特殊性（介護の複雑性、介
護スケジュールの不安定性、移動の広域性）を指摘した。
それは、各種サービスの利用によりケア労働と生産活動
の両立可能性がある介護問題とは異なる側面であった。
医療ケアが家族への依存度を高めることによる問題は、
公立病院改革による病床削減が全国の過疎地域に広がっ
ている以上、多くの地域において経験されると危惧され
る。 
第Ⅲ部の成果について、第 5章では農山村の公立病院
における経営改善の方策と、それをかなえるガバナンス
構造のあり方を明らかにするために、公立病院改革を契
機に公立病院の経営改善を図った山形県小国町を事例と
して、調査を行なった。調査方法は、改革の成果を表す
公立病院事業会計の経年変化に対する分析と、それらの
成果に結びついた町立病院改革プランの策定過程を表す
会議議事録の分析である。その結果、次の 3つの知見が
得られた。第 1に、不採算性の強い農山村の公立病院に
あっても、医業収支の改善が見込まれるサービス改善の
余地は残されていることが明らかとなった。例えば、患
者のニーズを的確に捉えた病床区分の変更や健診事業、
外来サービスの見直しなどである。しかし、収支改善に
結びつくサービスを導入するにも、医師不足や医療制度
上の制約で実現できなかった対策もみられ、医療問題を
努力と工夫で解決することの限界も示唆された。第 2に、
収支改善に結びつくサービスの考案には、病院の上層部
や役場職員だけではなく、多職種の医療職員の参加が重
要であった。医療は、サービス向上に当時者である患者
が参加することが難しい。そのため、「真に求められるサ
ービス」を捉えるためには、患者に様々な角度から接し
ている職員の参加が不可欠であった。第 3に、医療体制
を維持するガバナンス構造として、公立病院と行政が一
体的に改革に取り組む関係の構築こそが重要であること
が明らかとなった。それは、国が公立病院改革において、
公立病院が自治体から独立的に権限を強化する方向を提
言していることとは異なる方向性である。このことは、
農山村における公立病院が、医療のサービス供給主体で
あるだけではなく、健康・保健の観点から地域づくりに
参加する一主体であることと関係する。両者の連帯関係
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は、機動性低下につながると懸念されがちだが、病院改
革と地域づくりが同一原理の上で展開されている場合、
むしろ相互理解を円滑にする合理性につながっているこ
とが明らかとなった。 
以上の成果を踏まえて、冒頭で掲げた 2つの研究課題
に対して得られた知見を総括する。第 1に、医療体制の
縮小・撤退は、数回にわたる療養場所の移動（転院）を
引き起こし、患者の生命の維持を脅かしていることが明
らかとなった。さらに、その療養環境の悪化は、家族介
助者の離職や転居など生活基盤そのものを揺るがす影響
を与えており、このことは、地域住民の定住意志を喪失
させる問題となっていた。 
第 2に、医療体制を維持するガバナンスのあり方とし
て、公立病院と自治体が地域づくりの一環としてともに
改革に取り組む関係構築の必要性を指摘した。本来、国
民に等しく医療を保障する責任は、国にある。しかし、
その具体的方法を決定づけている公立病院改革は自治体
の主体性に依存しているのが実態であり、その対応の違
いによって、事実上、医療獲得の可能性や救命可能性に、
明らかな地域格差が生まれている。農山村が安心して住
まう地域としての持続性を保ち続けるために、医療問題
に対抗する自治の構築が不可欠であることが示唆された。 
